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 本案件は、入札前価格見積方式の対象案件
である。入札前価格見積方式とは、金抜設計
書の摘要欄に「見積対象」と記載した項目に
ついて、この案件の入札に参加を希望する者
から競争参加資格等確認申請と併せて見積書
の提出を求め、見積書提出後、西日本高速道
路株式会社にて、見積書に記載された内容が、
設計図書の性能・機能や施工条件等を満たす
条件で算定されたものであるか、適正な算出
方法により算定されたものであるかについて
審査を行い、必要に応じ入札者と見積書の内
容の確認（以下「技術確認」という。）を行い、
その結果に基づき、最も適正な価格であると
認めた価格を活用して契約制限価格の設定を
行う方式をいう。

２ 競争参加資格
 西日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第７号）第６条の規定に該当
しない者であること。
 維持管理役務、物品・役務及び労働者派遣
における取引停止事務処理要領（平成21年要
領第150号）に基づく取引停止の対象者に該
当しない者であること。
 競争参加資格確認申請書の提出時に過去
３ヶ月以内に発行された納税証明書（国税通
則法施行規則別紙第９号書式（その３、その
３の２、その３の３のいずれか））の写しを提
出できる者であること。
 警察当局から、暴力団員等が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずるものとして、
公共工事等からの排除要請があり、当該状態
が継続している者でないこと。
 入札前価格見積方式に関する見積書が提出
されていること。
 西日本高速道株式会社の示す仕様書に基づ
き作成及び提出された製作仕様書等が、西日
本高速道路株式会社の示す使用目的に耐え得
る性能及び機能等を有するものであること。
 当該製造物品に関し、迅速なアフターサー
ビス・メンテナンス及び一定期間の部品供給
の体制が整備されていることを証明した者で
あること。
 使用済自動車の再資源化等に関する法律第
42条の引取業の登録を受けた者であること。

３ 入札手続等
 担当部署 西日本高速道路株式会社関西支
社 総務企画部経理課 課長代理 小林 克
寿 〒5670871 大阪府茨木市岩倉町１13
電話0663449242

 入札説明書、入札者に対する指示書等の交
付期間及び方法
 交付期間 平成30年７月４日（水）から
平成30年８月３日（金）まで（土曜日、日
曜日及び祝日（以下「休日」という。）を除
く）。
 交付方法 入札情報公開システムより、
提供する。
https://www.epi-asp.fwd.ne.jp/koukai/do/

logon?name1=06E0060006400600

当案件のダウンロードに必要なパスワー
ドは、「181001033」である。
なお、通信環境の不具合等やむを得ない
事由により、上記交付方法による入手がで
きない者は、上記交付期間の毎日午前10時
00分から午後４時00分まで、本公告３の
場所において入手することができる。

 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格
を有することを確認するための資料（以下「申
請書等」という。）の提出期間、場所及び方法
 期間 平成30年７月４日（水）から平成
30年８月３日（金）までの休日を除く毎日
午前10時00分から午後４時00分まで。（た
だし、郵便（書留郵便に限る）又は託送（※
１）（以下「郵送等」という。）により提出
する場合は、平成30年８月３日（金）午後
４時00分までに本公告３へ必着させるこ
と。）

 場所 本公告３に同じ。
 方法 持参又は郵送等により提出するこ
と。（電送による提出は認めない。）
※１ 託送とは、民間事業者による信書の送
達に関する法律（平成14年法律第99号）第
２条第６項に規定する一般信書便事業者若
しくは同条第９項に規定する特定信書便事
業者による同条第２項に規定する信書便で
書留郵便と同等のものをいう。以下同じ。
 その他
・申請書等と併せて、入札前価格見積方式
に関する見積書を提出すること。
・入札前価格見積方式に関する技術確認を
行う場合は、申請書等の提出期限以後平
成30年８月31日（金）までの間を予定し
ている。技術確認は書面、対面又は電話
により実施する。
・技術確認の結果、再度、入札前価格見積
方式に関する見積書の提出を求める場合
がある。

・入札者は会社からの技術確認の有無にか
かわらず、入札前価格見積方式に関する
見積書の金額に変更が発生した場合、平
成30年９月７日（金）午後４時00分まで
に持参又は郵送等の方法により、本公告
３の場所に金額を変更した入札前価格
見積方式に関する見積書を提出するこ
と。なお、提出が無い場合は、入札前価
格見積方式に関する見積書の金額に変更
がないものとみなす。

 入札書提出の期限、場所及び方法
 期限 平成30年９月19日（水）午後４時
00分まで。（ただし、郵送等による入札に
ついては、期限までに本公告３へ必着さ
せること。）
 場所 本公告３に同じ。
 方法 持参又は郵送等すること。（電送
による入札は認めない。）

 開札の日時、場所
 日時 平成30年９月20日（木）午後１時
30分
 場所 本公告３の西日本高速道路株式
会社関西支社１階入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、本公告３に定めると
ころにより申請書等を作成のうえ提出し、競
争参加資格を有することについての確認を受
け、本公告３に定める期限までに入札書
を提出しなければならない。また、開札日の
前日までの間において、申請書等の内容に関
する契約責任者からの照会があった場合には
説明しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者がした入札、入札に参加するために
必要な書類に虚偽の記載をした者の入札及び
入札に関する条件に違反した入札は無効とす
る。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品に
係る入札書を提出した入札者であって、契約
制限価格の制限の範囲内で最低価格をもって
有効な入札を行った入札者を落札者となるべ
き者とする。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Mitsuhiro Murao Direc‑

tor General of Kansai Branch, West Nippon

Expressway Company Limited

 Classification of the products to be pro‑

cured : 17

 Nature and quantity of the products to be

purchased : micro bus 1 unit

 Delivery period : 280 days from the next

day of the contract day

 Delivery place : As shown in the specifi‑

cations

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are who

shall :

 not come under Article 6 of the admin‑

istrative instruction of the Contractual

Rules of the West Nippon Expressway

Company Limited,

 submit a copy of a tax payment certifi‑

cate published within the past three

months and formulated in either formats

of 3, 32 or 33 prescribed by Article 9

of the Enforcement Regulations of the

National Tax Act,

 submit manufacturing specifications

and other relevant documents made in

accordance with the specifications pre‑

sented by the Company, which proves the

products manufactured based on that

have performance and functions capable

of meeting the purpose of use which the

Company shows,

 have proven to have prepared a system

to provide rapid after‑sale service and

maintenance for the products concerned,

 Being the person who received regis‑

tration of the taking care of business of

Article 42 of Act on Recycling, etc. of

End‑of‑Life Vehicles

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 3 August 2018

(submitted by mail : 4 : 00 P.M. 3 August

2018)
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